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平成１７年１１月１５日  

記者各位 

出光興産株式会社 

平成１８年３月期 中間決算について 

 

  本日の取締役会において、平成１８年３月期中間決算が確定しましたのでお知らせいたし

ます。 

 

１． 連結の範囲  

出光興産とその子会社・関連会社７６社を連結しております。 

（連結子会社６２社、持分法適用非連結子会社５社、持分法適用関連会社９社） 

 

２． 中間連結決算の概要（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

（１）当中間期の連結売上高は原油価格急騰の影響などから前年同期比１，３９０億円増

加の１兆４，８４５億円となりました。 

（２）営業利益は石油製品部門が原油価格急騰の影響により、また石油開発部門は一時

的な生産減少により、それぞれ減益となりました。一方、石油化学製品の需給が堅調

に推移したことや石炭価格の上昇など増益要因もあり、全体ではほぼ前年同期並み

の２９３億円となりました。 （セグメントごとの営業利益については次葉） 
（３）営業外損益では、関連会社の収益増加や海外からの受取配当、また支払利息の減

少などの収支改善要因があり、連結経常利益は前年同期比１５０億円増加の２９８億

円となりました。 

（４）特別損益では、有価証券売却益、ポリオレフィン事業の事業移転利益等の特別利益

を計上したほか、固定資産減損損失等による特別損失が大きく減少し、中間純利益

は前年同期比４４４億円増加の１３６億円となりました。 

 

【平成１８年３月期 中間連結決算概要】 

 前中間期 当中間期 増減 

売 上 高 1 兆 3,455 億円 1 兆 4,845 億円 +1,390 億円 +10.3％

営 業 利 益 276 億円 293 億円 +17 億円 +6.2％

営 業 外 損益 ▲128 億円 5 億円 +133 億円 － 

経 常 利 益 147 億円 298 億円 +150 億円 +102.3％

特 別 損 益 ▲401 億円 34 億円 +436 億円 － 

中 間 純 損益 ▲308 億円 136 億円 +444 億円 － 
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３．セグメント別売上高・営業利益 

売  上  高 営 業 利 益 
 

実績 前年同期比 実績 前年同期比 

石 油 製 品 1兆1,184億円 +886億円 +8.6％ ▲77億円 ▲5億円 ― 

石油化学製品 2,677億円 +410億円 +18.1％ 169億円 +29億円 +21.1％

石 油 開 発 280億円 ▲45億円 ▲13.8％ 154億円 ▲25億円 ▲13.9％

そ   の  他 703億円 +138億円 +24.5％ 47億円 +19億円 +68.2％

計  1兆4,845億円 +1,390億円 +10.3％ 293億円 +17億円 +6.2％

【営業利益の前年同期比増減要因】 
（１） 石油製品 北海道製油所再稼動による増益（＋１３０億円）がありましたが、原

油価格の急激な上昇によるタイムラグ（▲６５億円）、精製用燃料

費の上昇(▲４０億円) 、製品マージンの低下等（▲３０億円）の影
響から前年同期比５億円の減益となりました。 
 

（２） 石油化学製品 中国の旺盛な需要を背景に基礎化学品の販売数量が増加したこ

とに加え、原料ナフサ価格の上昇を堅調な市況により吸収出来た

こと、機能性樹脂など高付加価値品の販売が好調だったことなど

から前年同期比２９億円の増益となりました。 
 

（３） 石油開発 原油価格が前年同期比約１６ドル／バレル上昇するなど増益要因

もありましたが、スノーレ鉱区におけるガス漏れ事故による一時的

な生産減少の影響から、原油生産量が５６４万バレルと前年同期

を２４４万バレル下回ったため、前年同期比２５億円の減益となり

ました。 
 

（４） その他 石炭価格が大きく上昇したことに加え、豪州自社鉱山が昨年を２３

万トン上回る４１４万トンを生産したことから、前年同期比１９億円

の増益となりました。 
 

 
【参考：平成１８年３月期 中間個別決算概要】 

 前中間期 当中間期 増減 

販 売 数 量 26,385 千 KL・t 21,197 千 KL・t ▲5,188 千 KL・t ▲19.7％

売 上 高 1 兆 1,235 億円 1 兆 2,898 億円 +1,663 億円 +14.8％

営 業 利 益 40 億円 150 億円 +109 億円 +272.0％

経 常 利 益 ▲68 億円 225 億円 +294 億円 － 

特 別 損 益 ▲235 億円 82 億円 +317 億円 － 

中 間 純 損 益 ▲216 億円 244 億円 +460 億円 － 
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４．平成１８年３月期 年度決算の見通し 

（１）前提 

 前回見通し 今回見通し 

 （年度） （下期） （年度） 
年度増減 

原油価格 40.0 ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ 56.5 ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ 54.0 ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ +14.0 ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ

為替レート 105 円／ﾄﾞﾙ 110 円／ﾄﾞﾙ 110 円／ﾄﾞﾙ +5 円／ﾄﾞﾙ 

 

（２）連結決算 

 前回見通し 今回見通し 増減 １７年３月期実績

売上高 2 兆 8,000 億円 3 兆 1,000 億円 +3,000 億円 2 兆 7,636 億円

営業利益 1,010 億円 730 億円 ▲280 億円 993 億円

経常利益 820 億円 630 億円 ▲190 億円 795 億円

当期純利益 360 億円 260 億円 ▲100 億円 ▲58 億円

    （連結有利子負債残高 18/3 末見込み 9,950 億円  17/3 末 比 ▲1,019 億円） 

 

【セグメント別営業利益の見通し】 
 前回見通し 今回見通し 増減 

石油製品 355 億円 0 億円 ▲355 億円

石油化学製品 274 億円 262 億円 ▲12 億円

石油開発 271 億円 363 億円 +92 億円

その他 110 億円 105 億円 ▲5億円

合計 1,010 億円 730 億円 ▲280 億円

石油製品部門の営業利益減少要因   タイムラグ▲140億円 
                          製品マージンの低下▲80億円 
                          精製用燃料費の上昇他▲135億円 
 

（３）個別決算 

 前回見通し 今回見通し 増減 １７年３月期実績

売上高 2 兆 4,000 億円 2 兆 6,900 億円 +2,900 億円 2 兆 3,217 億円

営業利益 570 億円 230 億円 ▲340 億円 487 億円

経常利益 430 億円 190 億円 ▲240 億円 305 億円

当期純利益 270 億円 200 億円 ▲70 億円 ▲58 億円

       （個別有利子負債残高 18/3 末見込み 9,750 億円  17/3 末 比 ▲1,039 億円） 
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５．当中間期の活動 

（１）経営環境 

当中間期のわが国経済は、輸出の鈍化やＩＴ関連分野の在庫調整等のマイナス要

因もありましたが、堅調な民間設備投資や個人消費などに支えられ、踊り場を脱して

緩やかな回復軌道にあります。 

一方、原油価格は世界的な需要増加に、ハリケーンの影響による米国での供給懸

念等が加わり、ドバイ原油は過去最高値を記録、当中間期の平均価格は前年同期を

１６．８ドル上回る５１．６ドルと大幅な上昇となりました。 

また為替レートは、日米金利差拡大などから円安・ドル高傾向で推移し、原油高と

相まって供給コストの上昇要因となりました。 
石油製品需要は、石油化学向けのナフサ、堅調な航空輸送需要に支えられたジェ

ット燃料や春先の気温低下によって灯油等は増加したものの、産業用の軽油、重油

等は価格上昇の影響もあって減少し、全体ではほぼ前年同期並みとなりました。 
石油化学製品需要は、ナフサ等原料高の影響による価格上昇にもかかわらず、中

国をはじめアジアで引き続き堅調でした。 
 

（２）石油製品部門 

燃料油事業では、原油急騰を受けてコスト上昇分の価格への反映に努めてまいり

ましたが、ガソリンで９割、産業用油種で７割程度に止まりました。 

ＳＳ販売は、店頭でのルックカスタマー活動を進めるなど販売力強化を推進したこと、

「出光カードまいどプラス」の発券活動により累計１００万件を超える会員を獲得したこ

となどから堅調に推移しました。 

一方、産業用油種ではジェット燃料が前年同期を上回る販売数量となったものの、

Ａ重油は採算販売を徹底したこと、Ｃ重油は電力向けの減少によりそれぞれ前年同期

を下回りました。  

供給面では十勝沖地震で被害を受けた北海道製油所の１０万トン原油タンク２基の

浮屋根の二重構造化工事が８月末に完了し、約２年ぶりに全装置がフル稼動に移行

しました。 

エネルギーソリューション事業では、愛知製油所に加え７月から北海道製油所でも

北海道電力（株）向けにＩＰＰの営業運転を開始しました。燃料電池開発では、ＬＰガス

型家庭用燃料電池の一般家庭における実証運転を開始したほか、灯油型家庭用燃

料電池では弊社中央研究所内での試験運転を行うなど、本格的普及に向けさらに開

発を進めます。 

潤滑油事業では、国内販売は前年同期並みとなりましたが、海外では好調なアジ

ア経済を背景に現地進出日系企業の需要を確実に捕捉し前年同期比１０８％の販売

となりました。 

石油ガス事業では出光ガスアンドライフ（株）と三菱商事（株）のＬＰガス部門および

三菱液化ガス（株）との事業統合に向けた具体的検討を行っています。 
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（３）石油化学製品部門 

原料ナフサ価格が原油高騰に伴って期平均４７５ドル／トンと前年同期比１０５ドル

／トンの大幅な上昇となり、製品価格の是正対応を取らざるを得ない状況が続きまし

た。一方、需要面ではアジア市場で中国の強い引合いが続くなど、全般に堅調でし

た。 

この様な環境下、４月に三井化学（株）との合弁会社（株）プライムポリマーが営業

を開始、ポリオレフィン事業での規模拡大とシナジー効果の発揮を目指します。また、

石油製品部門とのインテグレーション強化のため組織変更と事務部門の集約を進め

ました。 

化成品事業では、中国等の好調な需要を背景に販売数量も前年同期比１１１％と

なり、かつアジア・国内市況共に高水準を保ったため、収益は向上しました。 

機能性樹脂事業は、中国の需要が著しく拡大、また需給逼迫感から市況が上昇し、

収益が改善しました。 

加工製品・その他事業では、原料価格が上昇する中、価格是正に取り組みました

がコスト上昇分を完全に回収するには至りませんでした。しかしながら、機能性分野

の拡大や、プロテイン事業で、新規商品の開発と基盤商品の市場展開を着実に進め

るなど、高付加価値分野へのシフトにより好調な業績を上げることができました。 

 

（４）石油開発部門 

石油開発事業では、フラム油田の生産増はあったもののスノーレ油田においてガス

漏れ事故による一時的な生産減少があり、当中間期原油生産量は５６４万バレルと前

年同期を２４４万バレル下回りました。 

一方、探鉱面では昨年６月の入札を通じてノルウェー政府より取得した新鉱区（弊

社権益比率２０％）でガス層を発見したほか、既保有２鉱区の試掘でも石油・ガスを確

認しました。また、１０月には現地法人出光ペトロリアムノルゲが同政府より探鉱・開

発・生産で主導的な役割を担うオペレーター資格を得ました。 

 

（５）その他部門 

石炭事業では、オーストラリアのエンシャム鉱山の増産により、生産量は前年同期

比２３万トン増の４１４万トンとなりました。また、高品位炭の埋蔵が確認されている同

国ニューサウスウェールズ州のボガブライ鉱区（弊社権益比率１００％）への開発投資

を決定し平成１８年度中にも生産を開始する予定です。 

ウラン事業では、カナダ・シガーレイク鉱山の平成１９年度生産開始に向け順調に

開発を進めています。 

電子材料事業では、有機ＥＬが携帯電話、携帯音楽プレーヤー等への採用が進み、

売上高は前年同期比１２４％となりました。また、透明電極材料ＩＺＯでは住友金属鉱

山（株）との合弁会社ＩＳエレクトロード・マテリアルズ（株）が４月より営業を開始し、需

要増加に対応し迅速かつ安定的な供給体制を構築しました。 
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６．第２次連結中期経営計画 

幣社グループは平成１７年５月に第２次連結中期経営計画（平成１７～２０年度）を策

定いたしました。「安定的かつ持続的成長の実現」を目標として下記の重点課題に取り

組んでまいります。 
 

 

 

 

（１）主要な事業戦略 

①高付加価値事業の積極的拡大 

ｱ､ 潤滑油やポリカーボネートなど幣社の保有技術の海外展開 

ｲ､ 電子材料など先端技術による市場創出 

ｳ､ 技術・サービスソリューション事業の強化・拡大 

②基盤事業の強化 

安定的なキャッシュフローのさらなる向上を図るため、以下の課題に取り組みます。 

ｱ､ 石油精製と石油化学のインテグレーションの強化 

ｲ､ 顧客密着型ネットワーク活用によるマーケティング力強化 

ｳ､ 継続的な合理化・スリム化 

   ③資源事業 

エネルギー事業者の使命として、石油・非石油／化石・非化石エネルギーという

観点から、石油・石炭・ウラン・地熱という４種類の一次エネルギーに取り組み、引き

続き中長期的視点で生産量の維持・拡大に努めてまいります。 

 

（２）投資計画 

事業の安定性と成長性を両立するポートフォリオの構築に向けて、平成１７年度か

ら２０年度までの４年間に総額３，０００億円の投資を計画しています。内訳は、高付加

価値事業７００億円、基盤事業１，５００億円、資源事業８００億円です。 

 

（３）ＣＳＲへの取組み 

①地球温暖化対策の強化、②環境負荷低減の努力、③グリーン購入・調達の拡大、   

④環境配慮型製品サービスの開発と提供、⑤コミュニケーションの強化・充実 を重点

課題として環境への取組みを強化してまいります。 

さらに、ＣＳＲへの取組みを強化するために、平成１７年４月経営企画室内に「ＣＳ

Ｒグループ」を設置しました。 
 

（４）安全の確保 
経営の根幹を支えるものとして安全操業を最重要課題と位置づけ、地域社会をは

じめとするステークホルダーの信頼に応えます。前述しました北海道製油所原油タン

◆ 事業の安定性と成長性を両立するポートフォリオの構築 

◆ 環境・安全への一層の取組み 

◆ 上場に向けた取組み 
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クの改造などハード面に加え、ソフト面でも、保安管理統括部署として安全環境技術

課の設置や、各製油所にプロセス安全専任担当者を配置するなど、設備に潜在する

危険の発掘能力向上と保安事故の未然防止を図ってまいります。また、防災対策の

作成や防災訓練等、事故後の対応についても強化します。 

 

（５）上場に向けた取組み 

上場に向けて、「安定したキャッシュ・フローの確保と事業の成長性の両立」という目

標の達成を目指すとともに、情報開示をはじめとした体制整備を進めてまいります。平

成１７年１０月に取引先に引き受けを頂き、合計約７４０億円の第三者割当てによる新

株式発行および自己株式の売出しを実施しました。 

 

７．対処すべき課題 

（１） 第２次連結中期経営計画で掲げた 

① 事業の安定性と成長性を両立するポートフォリオの構築 

② 安全・環境への一層の取組み 

③ 上場に向けた取組み 

     等の課題を着実に実行し「安定的かつ持続的成長の実現」を目指します。 

 

（２） 原油価格が急騰し、高止まりが予想される中、以下の課題への取組みを強化してま

いります。 

① エネルギー効率の向上による精製コスト削減やさらなる合理化・スリム化の推進 

② 原油価格上昇を反映した適正な販売価格の確保 

③平成１７年度より本格展開しているブランド活動や、利便性を提供する「出光カード

まいどプラス」の発券活動などを通じた、ＳＳリテール分野での競争力向上 
④資源事業分野では生産量の維持・拡大 

⑤高付加価値事業分野では販売の強化・拡大や新たな市場の創出 

 
以  上  



（単位：百万円） 出光興産株式会社

増減

資産の部 2,228,574 2,232,316 3,741

流動資産 951,999 966,506 14,506

（現金・預金） （ 168,205 ） （ 115,996 ） （ ▲ 52,208 ）

（受取手形・売掛金） （ 318,786 ） （ 316,810 ） （ ▲ 1,976 ）

（たな卸資産） （ 296,916 ） （ 371,761 ） （ 74,845 ）

（その他流動資産） （ 168,091 ） （ 161,938 ） （ ▲ 6,153 ）

固定資産 1,276,575 1,265,809 ▲ 10,765

（有形固定資産） （ 1,072,548 ） （ 1,040,627 ） （ ▲ 31,921 ）

（無形固定資産） （ 28,672 ） （ 28,178 ） （ ▲ 493 ）

（投資等） （ 175,353 ） （ 197,002 ） （ 21,648 ）

負債の部 1,900,179 1,892,544 ▲ 7,635

流動負債 1,035,787 1,054,765 18,977

（支払手形・買掛金） （ 239,270 ） （ 304,942 ） （ 65,672 ）

（短期借入金） （ 262,382 ） （ 312,401 ） （ 50,019 ）

（一年以内返済長期借入金） （ 208,122 ） （ 122,898 ） （ ▲ 85,223 ）

（未払金等） （ 285,833 ） （ 282,062 ） （ ▲ 3,771 ）

（その他流動負債） （ 40,178 ） （ 32,459 ） （ ▲ 7,719 ）

固定負債 864,392 837,779 ▲ 26,613

（長期借入金等） （ 626,423 ） （ 612,048 ） （ ▲ 14,375 ）

（退職給付引当金） （ 63,144 ） （ 64,184 ） （ 1,040 ）

（その他固定負債） （ 174,824 ） （ 161,545 ） （ ▲ 13,278 ）

34,122 28,460 ▲ 5,661

資本の部 294,272 311,310 17,038

資本金 38,800 38,800 0

剰余金等 114,616 130,678 16,061

土地再評価差額金 153,619 149,836 ▲ 3,783

7,051 9,024 1,973

為替換算調整勘定 ▲ 10,890 ▲ 8,103 2,786

▲ 8,925 ▲ 8,925 0

負債・少数株主持分及び資本合計 2,228,574 2,232,316 3,741

   連結貸借対照表

１７年３月３１日現在 １７年９月３０日現在

資
 
 
産
 
 
の
 
 
部

負
 
 
債
 
 
の
 
 
部

少 数 株 主 持 分

資
 
本
 
の
 
部

その他有価証券評価差額金

自己株式

８



（単位：百万円） 出光興産株式会社

  １６年度中間期
   自 １６．４．  １
   至 １６．９．３０

  １７年度中間期
   自 １７．４．  １
   至 １７．９．３０

増減

1,345,574 1,484,588 139,014

1,190,257 1,330,083 139,826

155,317 154,504 ▲ 812

127,712 125,194 ▲ 2,518

27,604 29,310 1,705

4,923 11,449 6,526

（ 受 取 利 息 ） （ 555 ） （ 816 ） （ 260 ）

（ 為 替 差 益 ） （ 2,294 ） （ 3,546 ） （ 1,252 ）

（ そ の 他 営 業外 収益 ） （ 2,074 ） （ 7,086 ） （ 5,012 ）

17,773 10,911 ▲ 6,862

（ 支 払 利 息 ） （ 11,525 ） （ 9,664 ） （ ▲ 1,861 ）

（ そ の 他 営 業外 費用 ） （ 6,247 ） （ 1,246 ） （ ▲ 5,000 ）

14,754 29,848 15,093

32,345 12,471 ▲ 19,873

72,495 8,982 ▲ 63,513

▲ 25,395 33,338 58,733

3,689 19,514 15,825

1,767 180 ▲ 1,587

▲ 30,852 13,642 44,495

【セグメント別営業利益】

　営業利益　　石油製品　▲７７億円、石油化学製品　１６９億円、石油開発　１５４億円、その他　４７億円

【特損益の内訳】

　特別利益　　１２４億円　　投資有価証券売却益６７億円、事業移転利益４８億円、固定資産売却益他９億円　

　特別損失　　   ８９億円　  固定資産減損損失６２億円、固定資産除却損他２７億円

連結損益計算書

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等

少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益
（ ▲ 純 損 失 ）

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間純利益
（ ▲ 純 損 失 ）

９



連結キャッシュ･フロー計算書

（単位：百万円） 出光興産株式会社

  １６年度中間期 １７年度中間期

　　自 １６．４．１ 　　自 １７．４．１ 増減

　　至 １６．９．３０ 　　至 １７．９．３０

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ･フロー

１．税金等調整前中間純利益（▲純損失） ▲ 25,395 33,338 58,733

２．減価償却費 30,139 28,846 ▲ 1,292

３．減損損失 48,820 6,220 ▲ 42,600

４．退職給付引当金の増減額 ▲ 4,674 1,019 5,693

５．売上債権の増減額 1,961 ▲ 11,370 ▲ 13,331

６．たな卸資産の増減額 ▲ 34,731 ▲ 88,452 ▲ 53,720

７．仕入債務の増減額 3,807 71,085 67,278

８．未払金の増減額 65,024 22,653 ▲ 42,370

９．法人税等の支払額 ▲ 12,207 ▲ 20,009 ▲ 7,801

１０．その他 ▲ 12,034 ▲ 60,578 ▲ 48,543

  営業活動によるキャッシュ･フロー合計 60,708 ▲ 17,246 ▲ 77,955

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ･フロー

１．投資有価証券の取得 ▲ 3,084 ▲ 63 3,021

２．投資有価証券の売却 26,545 5,909 ▲ 20,635

３．有形固定資産の取得 ▲ 42,165 ▲ 27,975 14,190

４．有形固定資産の売却 6,570 2,198 ▲ 4,372

５．定期預金等の増減額 ▲ 6,247 2,751 8,999

  投資活動によるキャッシュ･フロー合計 ▲ 18,381 ▲ 17,178 1,202

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ･フロー

１．短期借入金の純増減額 42,952 54,521 11,568

２．長期借入金等による収入 10,750 22,450 11,700

３．長期借入金等の返済による支出 ▲ 140,357 ▲ 129,307 11,050

４．配当金の支払額等 ▲ 3,742 ▲ 755 2,987

  財務活動によるキャッシュ･フロー合計 ▲ 90,397 ▲ 53,092 37,305

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 ▲ 27 569 596

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 ▲ 48,097 ▲ 86,947 ▲ 38,850

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 256,752 203,484 ▲ 53,267

Ⅶ．連結範囲変更による現金及び現金同等物増減額 ▲ 19 490 509

Ⅷ．会社分割に伴う現金及び現金同等物増減額 - ▲ 1,062 ▲ 1,062

Ⅸ．現金及び現金同等物の期末残高 208,634 115,965 ▲ 92,669

１０



貸借対照表（個別）

（単位：百万円） 出光興産株式会社

１７年３月３１日現在 １７年９月３０日現在 増減

資産の部 2,038,901 2,055,361 16,459

流動資産 829,013 864,199 35,185

（現金・預金） （ 107,011 ） （ 65,153 ） （ ▲ 41,857 ）

（受取手形・売掛金） （ 265,621 ） （ 258,727 ） （ ▲ 6,893 ）

（たな卸資産） （ 266,862 ） （ 331,125 ） （ 64,262 ）

（未収金等） （ 190,828 ） （ 210,299 ） （ 19,471 ）

（貸倒引当金） （ ▲ 1,310 ） （ ▲ 1,107 ） （ 203 ）

固定資産 1,209,887 1,191,162 ▲ 18,725

（有形固定資産） （ 977,521 ） （ 946,108 ） （ ▲ 31,412 ）

（無形固定資産） （ 12,256 ） （ 11,476 ） （ ▲ 779 ）

（投資等） （ 220,110 ） （ 233,576 ） （ 13,466 ）

［うち貸倒引当金］ ［ ▲ 1,010 ］ ［ ▲ 905 ］ ［ 105 ］

負債の部 1,795,061 1,786,712 ▲ 8,349

流動負債 968,346 989,351 21,005

（支払手形・買掛金） （ 203,696 ） （ 261,699 ） （ 58,003 ）

（短期借入金） （ 252,896 ） （ 302,231 ） （ 49,335 ）

（一年以内返済長期借入金） （ 205,427 ） （ 121,019 ） （ ▲ 84,408 ）

（未払金等） （ 306,326 ） （ 304,401 ） （ ▲ 1,924 ）

固定負債 826,715 797,360 ▲ 29,354

（長期借入金等） （ 620,578 ） （ 606,838 ） （ ▲ 13,740 ）

（退職給付引当金） （ 61,603 ） （ 62,629 ） （ 1,025 ）

（その他固定負債） （ 144,533 ） （ 127,893 ） （ ▲ 16,639 ）

資本の部 243,839 268,649 24,809

資本金 38,800 38,800 0

資本剰余金 40 40 0

利益剰余金 57,281 84,112 26,830

土地再評価差額金 153,619 149,836 ▲ 3,783

その他有価証券評価差額金 6,523 8,284 1,761

自己株式 ▲ 12,424 ▲ 12,424 0

負債・資本合計 2,038,901 2,055,361 16,459

資
 
 
産
 
 
の
 
 
部

 
 
負
 
 
債
 
 
・
 
 
資
 
 
本
 
 
の
 
 
部
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損益計算書（個別）
（単位：百万円） 出光興産株式会社

  １６年度中間期
   自 １６．４．  １
   至 １６．９．３０

  １７年度中間期
   自 １７．４．  １
   至 １７．９．３０

増減

1,123,536 1,289,892 166,356

1,026,460 1,172,573 146,113

97,075 117,319 20,243

93,037 102,296 9,258

4,038 15,022 10,984

2,523 18,091 15,568

（受取利息及び配当金） （ 758 ） （ 14,358 ） （ 13,600 ）

（ 為 替 差 益 ） （ 830 ） （ 2,737 ） （ 1,907 ）

（その他営業外収益） （ 935 ） （ 996 ） （ 61 ）

13,426 10,557 ▲ 2,869

（ 支 払 利 息 ） （ 9,163 ） （ 9,411 ） （ 247 ）

（その他営業外費用） （ 4,263 ） （ 1,145 ） （ ▲ 3,117 ）

▲ 6,864 22,557 29,422

26,399 16,451 ▲ 9,948

49,905 8,212 ▲ 41,693

▲ 30,370 30,796 61,167

▲ 8,758 6,376 15,134

▲ 21,612 24,420 46,033

26,385 21,197 ▲ 5,188

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

中 間 純 利 益
（ ▲ 純 損 失 ）

売上数量（千ＫＬ，千 ｔ）

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益
（ ▲ 純 損 失 ）

法 人 税 等

１２


